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先週の土曜日に自宅でゆっ

くりしていると、SMSの着信を

知らせるチーンという高い音

が鳴った。訝しく思った。ケー

タイの時代と異なり、通信会社

からの事務的な連絡以外に

SMS を受信することはほとん

どない。この事務連絡は各月の

という表現で結ばれていた。 

違和感はたちまち警戒感へと

変わった。ネットショップで注

文などしていないし、家族や知

人が事前の連絡なしに筆者宛に

荷物を送ることもない。「フィッ

シングだな」と確信した。 

今は季節柄、ネットショッピ

ングを行う消費者が多い。何か

を注文した人であれば、うっか

り引っかかってしまうことも

あるかもしれない。楽しいクリ

スマスを迎えるためにも注意

したいところだ。 

半ば（料金通知）と月末（デー

タ使用量の上限まであと 20％

であることを伝える通知）であ

り、「いったい何だろう？」 

メッセージを開けでみると、

「DHL の小包が倉庫に到着し

ましたが、住所の情報が不十分

なため配達できません」とあ

る。さらに、その下に記された

アドレスに 12 時間以内にアク

セスして指示通りの作業をす

るよう書かれ、最後は「DHL

チームはあなたにとって良い 1

日となることを願っています」

余白一滴 

土屋伸爾 
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コロナ禍対策の起債枠を他の用途に転用したドイツ政府・与党の措置を

違憲とした連邦憲法裁判所の 11 月の判決をきっかけに、基本法（憲法）

の債務抑制ルールに対する関心が高まっている。独・欧州経済や GX（グ

リーントランスフォーメーション）・DX（デジタルトランスフォーメーション）に大

きな影響が出る恐れがあるためだ。エコノミストの間ではルール変更を求め

る声が強まってきた。 

改革の具体的な措置としては、

「純投資に債務ブレーキを適用し

ない」が 44％で最も多かった（複数

回答可）。これに「景気変動に柔軟

に対応できるようにする」が 36％、

「（気候や防衛など）特定の項目に

債務ブレーキを適用しない」が

30％、「粗投資に債務ブレーキを適

用しない」と「構造財政赤字の対名

目 GDP比率の許容枠を 0.35％超に

拡大する」が各 18％で続いた。 

回答者の 1 人であるマンハイム

大学のハラルド・ファーディン

ガー教授は、公共投資が 30年間な

おざりにされてきたうえ、現在は

気候変動対策と防衛が大きな課題

として浮上していることを指摘。

投資を債務ブレーキの適用外とす

る改革の重要性を強調した。 

 

歳出削減を約 50％が支持 

 

アンケートでは今回の憲法裁判

決が中期的（5～ 10年）にもたらす

影響についても質問した。それに

よると、気候保護の分野では好影

響との回答が 13％にとどまったの

に対し、悪影響は 36％と約 3 倍に

上った。DX についても好影響が

18％、悪影響が 33％となっており、

マイナス評価が圧倒的に多い。 

同じことは政治の安定性にも当

てはまる。社会保障費などの歳出

削減で低所得層を中心に不満が高

まると予想するエコノミストが多

いもようだ。 

経済面については好影響が 28％

に上り、悪影響（24％）をやや上

回った。財政赤字の対 GDP比率に

関しては好影響（60％）が悪影響

（5％）を圧倒的に上回っている。 

23 年予算に債務ブレーキを適用

しないことを支持する回答は 66％

と全体の 3分の 2を占めた。予算の

大半をすでに消化した年度末の現

時点では、そうする以外に選択肢

がないという事情が大きい。 

一方、24 年予算については歳出

削減で対応すべきとの回答がダン

トツで多く、48％に達した。2位の

「特別基金規定を基本法に盛り込

基本法には「債務ブレーキ

（シュルデンブレムゼ）」という

名のルールが定められており、国

と州は単年度財政赤字の対名目

国内総生産（GDP）比率を景気の

影響を除いた構造ベースで 0.35％

以内にとどめることを義務付け

られている。同ルールの適用を除

外できるのは、大規模な自然災害

や危機的な状況が発生した場合

に限られる。2020 年から 22 年に

かけてはコロナ禍およびロシア

のウクライナ進攻という大きな

問題が発生したことから 3 年連続

で適用除外となった。 

政府は今年から正常化する計画

だったが、11 月の違憲判決を受け

23 年予算も事後的な適用除外を余

儀なくされた。24 年については政

府内で意見が割れており、調整の

めどが立っていない。 

そうしたなか、Ifo 経済研究所と

日刊紙『フランクフルター・アルゲ

マイネ（FAZ）』紙がエコノミスト

を対象に定例のアンケート調査を

実施（11 月 28 日～ 12 月 5 日）し

たところ、債務ブレーキの改革を

求める声が増えていることが分

かった。 

Ifoと FAZは「経済学者パネル」

という名の同調査を 16年から隔月

で実施している。今回は約 700人に

依頼。そのうち過去最高レベルの

187人から回答を得た。エコノミス

トの関心の高さがうかがわれる。 

調査では債務ブレーキ規定を

「変更すべきでない」との回答が

48％で最も多かったものの、現政

権が成立した 21年 12月（同 64％）

に比べると 16 ポイントも減少し

た。「改革するべきだ」44％、「廃

止するべきだ」は 6％で、合計する

と 50％に上る。 

 

 債務ブレーキの改革要求強まる 
GX・DXや政治の安定に悪影響の懸念 

 

   総合 

次ページに続く⇒ 
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ドイツ連邦統計局と連邦経済省

が 6日発表した 10月の製造業新規

受注指数（2015年＝ 100）は、物価

調整後の実質に季節・営業日数を

加味したベースで 95.3（暫定値）と

なり、前月を 3.7％下回った。受注

減は 3カ月ぶり。比較対象の 9月は

大型受注が多く水準が押し上げら

れており、その反動で下落幅が膨

らんだ。大型受注を除いたベース

では 0.7％増加した。経済省は企業

景況感が底を打ったものの水準が

低いことを踏まえ、製造業の景気

の持続的な回復は来年になるとの

見方を示した。 

新規受注を地域別でみると、国

外が 7.6％減と足を強く引っ張っ

た。ユーロ圏（ドイツを除く）と

ユーロ圏外がそれぞれ 7.6％、7.4％

落ち込んだ。国内は 2.4％増えた。 

部門別では投資財が6.0％減と大

きく縮小した。ユーロ圏とユーロ

圏外がそれぞれ 11.9％、9.3％減少

したことが響いた。 

中間財は 1.4％後退した。ユーロ

圏（4.5％減）とユーロ圏外（5.0％

減）が振るわなかった。 

消費財 2.4％伸びた。ユーロ圏が

8.8％増えて全体をけん引した。 

分野別では構成比重の大きい機

械が 13.5％減り大きな足かせと

なった。比較対象の 9月は大型受注

の効果で 9.8％増えており、その反

動で減少幅が膨らんだ。 

このほか、自動車・自動車部品が

1.0％減、化学品が 0.7％減、金属製

品が 6.1％減、電気装置が 4.2％減と

振るわなかった。衣料品は 43.5％

増、その他の輸送機器（航空機、船

舶、鉄道車両など）は 20.2％増と大

幅に増えている。 

9 月の製造業新規受注は当初の

前月比 0.2％増から同 0.7％増へと

上方修正された。 

新規受注を特殊要因によるブレ

が小さい 3 カ月単位の比較でみる

と、8～ 10月は前期（5～ 7月）比

で 4.6％減少した。 

10月の製造業売上高（暫定値）は

物価調整後の実質に季節・営業日

数を加味したベースで前月を 0.5％

下回った。9 月については 1.6％減

から 1.4％減に上方修正された。 

<SC49307> 

 

む（ことで GXなどの予算を確保す

る）」は 18％にとどまった。5％と

少数ながら税金・公課の引き上げ

を求めるエコノミストもいる。 

歳出削減の分野では補助金が最

も多く 63％に上った。これに社会

保障費が 52％、気候変動防止対策

費が 25％、年金が 20％で続いた。 

税金・公課の引き上げでは「カー

ボンプライシングの増額」が 37％

で最も多かった。2位は相続・贈与

税の引き上げ（30％）、3位は所得

税の引き上げ（21％）だった。 

 

「借金は罪」 

 

債務ブレーキを巡る混乱は周辺

諸国も注視している。欧州経済の

けん引車であるドイツの GX・DX

投資が弱まると、他の国の成長に

も影響が出る懸念があるためだ。

仏『フィガロ』紙は、「緋色の衣服

をまとったカールスルーエ（憲法

裁の所在地）の裁判官が独連立政

権の心臓部で破裂させた爆弾が欧

州連合に悪影響をもたらすことは

避けられない」としている。 

イタリアのマリオ・ドラギ前首

相（欧州中央銀行前総裁）に近いエ

コノミストのフランチェスコ・

ジャヴァッツィ教授（ボッコーニ

大学）は、気候変動を防止するため

の投資は将来の世代に役立つもの

であり、その返済費用を将来の世

代が負担するのは公正だと明言。

債務ブレーキはそうした投資を強

く制限するものだと批判した。 

ドイツの債務残高の対GDP比率

は約 65％に上り、EU加盟国に認め

られた同 60％の上限枠を上回って

いる。ただ、イタリア（140％）、

フランス（110％）に比べると大幅

に低い。格付けは最高レベルを

保っており、仏伊両国からすると

債務抑制にあくせくするドイツの

姿勢は理解できないもようだ。 

英語には「ジャーマンアングス

ト（ドイツ人の不安の意）」という

ドイツの国民性を表現した言葉が

ある。過度の心配性を皮肉ったも

ので、倹約・吝嗇もその特徴の 1つ

とされる。事実テレビでは、どうす

れば節約できるかを特集する番組

がやたらと多い。 

FAZ 紙によると、国外では債務

ブレーキがドイツ文化との関連で

論じられている。債務を意味する

「シュルデン（Schulden）」が罪を

意味する「シュルト（Schuld）」の

複数形であるのは、借金に罪悪感

を持つ道徳感と通底しているとい

うのだ。 

<SC49306> 

 

製造業新規受注 

10月は大幅減 
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ドイツ連邦統計局が 8 日に発表

した 11月の消費者物価指数は前年

同月比 3.2％増となり、上げ幅は

2021年 6月（2.4％）以来の低水準を

記録した。インフレ率の低下は 5カ

月連続。比較対象の 22年 11月は物

価水準が高かったことから、その

ベース効果で上昇率が縮小した。 

エネルギー価格は平均4.5％低下

し、2カ月連続で下落した。自動車

燃料が 6.9％、家庭用エネルギーが

2.7％低下。灯油は 19.4％、天然ガス

は 18.3％下がった。電力は 1.6％上

がった。エネルギーを除いたイン

フレ率は 4.0％で、エネルギー込み

を大きく上回っている。 

食料品の上げ幅は 5.5％となり、

前月の 6.1％から縮小した。上昇率

は果物（12.0％）、砂糖・ジャム・は

ちみつ・その他の甘味類（11.9％）、

パン・穀物製品（9.4％）、野菜

（7.3％）、魚介類・海産加工品

（7.1％）などで大きい。食用油脂は

11.5％下がった。バターが 24.8％、ひ

まわり・菜種油等が 17.3％低下した

ことが大きい。オリーブ油は 43.5％

上昇した。 

エネルギーと食料品を除いたコ

アのインフレ率は 3.8％で、前月の

4.3％から縮小した。4％を下回るの

は22年8月以来で1年3カ月ぶり。 

サービスは 3.4％となり、前月の

3.9％から低下した。全国の近距離

公共交通機関を月 49ユーロですべ

て利用できる定期券「ドイチュラ

ントチケット」の効果で複合チ

ケットが 22.7％下がり、全体を押し

下げた。住宅メンテナンス・修理

（10.5％）宿泊（6.5％）、飲食（5.8％）

などでは上昇率が大きかった。 

前月比のインフレ率はマイナス

0.4％だった。エネルギーは 2.1％低

下。天然ガスは 3.1％、灯油は 2.9％、

自動車燃料は 2.6％下がった。パッ

ク旅行は季節柄、下げ幅が 11.4％

と大きかった。食料品は 0.6％上昇

した。 

欧州連合（EU）基準のインフレ率

は前年同月比が 2.3％、前月比がマ

イナス 0.7％。前月はそれぞれ

3.0％、マイナス 0.2％だった。 

<SC49309> 

 11月インフレ率3.2％に 
21年6月以来の水準まで低下 

前年同月比 前月比

（単位：‰） （2020年＝100）

全体 1,000.00 117.3 3.2 -0.4

食料品・ノンアルコール飲料 119.04  131.2 5.8 0.6

　食料品 104.69 132.1 5.5 0.6

　　食肉・肉製品 22.16  128.8 3.3 -0.2

　　果物 11.62 118.5 12.0 1.8

　　野菜 13.72 130.0 7.3 4.1

アルコール飲料・タバコ 35.26  119.3 8.6 0.3

衣料品・靴 42.25 109.4 2.4 -0.1

住居・水道光熱費 259.25  114.5 1.2 -0.3

　家賃 68.30 106.1 2.0 0.1

　帰属家賃 104.13 105.3 1.8 0.0

　電力・ガス・その他の家庭用エネルギー 43.44  151.5 -2.7 -1.7

　　電力 24.50 131.8 1.6 -1.6

　　天然ガス 6.07 185.7 -18.3 -3.0

　　灯油 1.70 218.4 -19.4 -2.9

家具・家電等 67.78  118.5 3.8 0.0

ヘルスケア 55.49 105.4 2.7 0.0

交通 138.22 123.4 0.3 -1.5

　自動車燃料 30.46 145.1 -6.9 -2.6

　　ハイオクガソリン 23.19 141.2 -5.1 -2.4

　　軽油 6.92 156.8 -12.0 -3.2

通信 23.35 100.0 0.9 -0.1

余暇・娯楽・文化 104.23  113.7 3.8 -1.7

　パック旅行 13.22 117.0 5.3 -11.4

教育 9.06 110.6 3.8 0.1

飲食・宿泊 47.20  121.0 6.0 0.0

その他の物品・サービス 98.87  114.5 5.5 0.0

食料品とエネルギーを除いたコアのインフレ率 821.41  112.6 3.8 -0.4

出所：連邦統計局　　

消費者物価指数の変動率　項目別

項目

物価全体に

占める比重
指数

2023年11月

（単位：％）

― 競業企業の動向を定期的にウォッチします  ― 

料金は月々1,000～3,000ユーロから 

キーワードに沿って情報を「クリッピング」し 

日本語に抄訳してご提供します  

https://fbc.de/business/clipping/
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ドイツ連邦統計局が 7 日発表し

た 10月の鉱工業生産指数（2015年

＝ 100）は物価調整後の実質に季

節・営業日数を加味したベースで

前月比 0.4％減の 94.3（暫定値）と

なり、5カ月連続で落ち込んだ。飛

び石連休と景気の低迷が響いた。 

製造業の生産指数は0.5％減少し

た。中間財が 0.4％、投資財が 1.0％

の幅で落ち込んだ。消費財は 0.4％

増となり、4カ月ぶりに拡大した。 

エネルギー業は 7.１％増と大き

く伸び、3カ月ぶりに改善した。た

だ指数は 69.4 と基準値の 100 を

30％以上、下回っている。 

建設業は 2.2％低下した。 

主要産業をみると、構成比重の

大きい機械が 6.3％減少し足を強く

引っ張った。電気装置も 3.1％減と

振るわない。自動車・自動車部品は

0.7％、製薬は 0.9％、データ処理装

置／電気・光学製品は 1.2％の幅で

増加した。 

エネルギー集約型産業は1.4％減

少した。下落幅は化学品で 2.0％、

金属製品で 1.2％、ガラス・ガラス

製品・セラミックで 0.6％に上った。 

鉱工業生産を特殊要因による統

計のブレが小さい 3 カ月単位の比

較でみると、8～ 10月は前期（5～

7月）を 0.9％下回った。 

9 月の鉱工業生産は当初の前月

比 1.4％減から同 1.3％減に上昇修

正された。 

<SC49308> 

 

 

欧州連合（EU）加盟国と欧州議会

は 7日、「建物のエネルギー性能指

令」の改正案の内容について合意

した。2030 年までに新築物件の温

室効果ガス排出量をゼロにするこ

とを義務付けるのが柱。加盟国、欧

州議会の形式的な承認を経て施行

される。 

欧州委員会によると、建築物は

EU 域内におけるエネルギー消費

の 40％、温室効果ガス排出量の

36％を占める。同指令改正案は、50

年の気候中立化に向け、30 年まで

に域内の温室効果ガス排出量を

1990年比で 55％削減する目標を達

成するための政策「Fit for 55」の一

環として、欧州委が 21年 12月に提

案したもの。老朽化したビルなど

の改築を促進し、断熱強化や冷暖

房効率の向上、照明の効率化など

によって建物のエネルギー性能を

高め、温室効果ガス排出量を実質

ゼロに近づける狙いがある。 

欧州委の原案では新築建造物の

排出ゼロ達成の時期について、公

共施設や商業ビルは 27年、住宅は

30 年までとしていた。加盟国と欧

州議会の代表による協議では、公

的機関が所有・借用・運用する新築

建物は 28年、それ以外は 30年 1月

からゼロとすることで合意した。 

合意案にはこのほか、◇加盟国

に対して、新築建物に原則的に 30

年までに太陽光発電施設を備える

ことを求める◇加盟国は住宅のエ

ネルギー消費を 30年までに 16％、

35 年までに 20 ～ 22％削減するこ

とを目指す国家計画を策定する◇

同削減のうち 55％以上は、省エネ

性能が最低水準にある物件のリノ

ベーションによって達成する◇化

石燃料を利用するボイラーを段階

的に減らし、40 年までにゼロにす

る──ことなども盛り込まれた。 

<SC49311> 

 

鉱工業生産5カ月連続で減少 

10月は－0.4％に 

 EUが建物エネ性能指令改正案で合意 
新築の温効ガス排出を30年までにゼロへ 

ドイツ連邦統計局が 12日に発表

した 11月の卸売物価指数（2015年

＝ 100）は前年同月比 3.6％減の

131.7（2015年＝ 100）となり、7カ

月連続で低下した。比較対象の 22

年 11月は物価が高水準にあり、そ

のベース効果で下落幅が膨らん

だ。過去最高となった 22 年 9 月

（138.6）に比べると 5.0％低い。 

全体を最も強く押し下げたのは

これまで同様、石油製品で、前年同

月を 13.9％下回った。石油製品の下

落は 9カ月連続。このほか、穀物・

葉たばこ・種子・飼料（－ 24.3％）、

化学品（－ 20.9％）、鉱石・金属

（－ 12.8％）、古材・残材（－ 10.0％）

で下げ幅が大きかった。果物・野

菜・じゃがいも（＋ 14.8％）、砂糖・

甘味菓子・パン類（＋ 10.1％）、飲

料（＋ 7.4％）、動物（＋ 7.2％）は

大きく上昇した。 

卸売物価は前月比ではマイナス

0.2％となり、2 カ月連続で下落し

た。石油製品は平均 1.0％値下がり

した。 

<SC49310> 

 

 

 

卸売物価8カ月連続低下 

11月は－3.6％に 
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※弊社との契約でご指定になった住所の事業所及びEメールアドレス以外に本誌を配布・転送することを固く禁止いたします。 

欧州連合（EU）の欧州委員会は

6 日、電動車用電池の生産体制を

強化するため、域内のメーカーに

2024 年から 3 年間で最大 30 億

ユーロの補助金を交付すると発

表した。脱炭素化に向けて重要な

役割を果たす電動車の普及で課

題となっている中国製電池への

依存度を低減することを念頭に

置いた措置。 

補助金は EU 排出量取引制度

（EU－ ETS）からの収入で運営さ

れるイノベーション基金が拠出す

る。詳細は未定だが、欧州の「最も

サステナブルな」電動車用電池メー

カーが対象になるとしている。 

EU は域内での電動車用電池の

生産を支援する取り組みを強化し

ており、17年にも「欧州バッテリー

連合（EBA）」を立ち上げた。 

<SC49313> 

欧州連合（EU）加盟国と欧州議会

の代表は 5日、域内で販売される幅

広い製品を対象に、リサイクルの

推進など持続可能性を高めるため

の規則案で合意した。EU閣僚理事

会、欧州議会による形式的な承認

を経て施行される。 

合意したのは、欧州委員会が

2022 年に発表した「持続可能な製

品のためのエコデザイン規則案」。

同規則は EU の成長戦略「欧州グ

リーンディール」の主要な柱であ

る「循環型経済行動計画」に基づ

き、50 年までに域内の温室効果ガ

ス排出量を実質ゼロにして、循環

型経済への移行を実現する政策の

一環をなす。エネルギー消費抑制

のため環境に配慮した製品設計を

義務付けた「エコデザイン指令」

（09年施行）を改正したものだ。 

現行指令は冷蔵庫や洗濯機など

家電を中心に約 30 の製品カテゴ

リーを対象としているのに対し、

改正案はほぼすべての製品をカ

バーする。 

規則案によると、製品の耐久性、

再利用や改良・修理の可能性、エネ

ルギー効率などの基本要件を設定

するとともに、製品にひも付けら

れた部品ごとの詳細情報を記録し

た「デジタル製品パスポート」を製

品本体やパッケージなどに添付す

ることをメーカーに義務付ける。

製品パスポートを通じて消費者と

販売業者や修理・リサイクル業者

などが必要な情報にアクセスする

ことが可能になり、ライフサイク

ル全体で製品の修理やメンテナン

スがしやすくなる。 

また、新規則には製品の廃棄に

関する規定も盛り込まれており、

一定規模以上の事業者は年間に廃

棄した製品の数量や、廃棄方法、リ

サイクルの取り組みなどの情報を

開示しなければならない。 

対象製品には衣料、靴など繊維

製品や家具、鉄鋼、タイヤ、塗料、

情報通信機器などが含まれる見込

み。繊維、靴に関しては、売れ残っ

た製品を廃棄することが禁止され

る。欧州委が今後、細かいリストを

策定する。 

<SC49312> 

 

 製品のリサイクル推進規則案 
EU加盟国と欧州議会が合意 

 

EUが車載電池業界支援へ 

3年で30億ユーロ 

欧州に事務所がなくても、  

FBCが新規取引先の開拓や連絡、  

貿易事務を代行します  

駐在員事務所代行サービス  

https://fbc.de/business/trading/


9 
© 2023 FBC Business Consulting GmbH All Rights Reserved.  

FBC Weekly Business Newsletter ドイツ経済ニュース 2023年12月13日発行  1456号 https://www.fbc.de 
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化粧品大手の仏ロレアルがドイ

ツでの生産を拡大している。独市場

での販売が伸びているためで、同国

南西部のカールスルーエ工場では

今年、生産ラインを 3本増設した。

今後も生産能力を伸ばす意向だ。

独、オーストリア、スイス（DACH）

事業を統括するケンネット・カンプ

ベル氏が『ハンデルスブラット』紙

に明らかにした。 

独事業は伸び率が高く、DACH

市場売上は今年、初めてフランス

を抜いた。DACH は米国、中国に

次ぐ 3 番目に大きな市場となって

いる。 

カールスルーエ工場はロレアル

の主要工場の 1つで、世界 35カ国

以上に製品を出荷している。ドイ

ツではエネルギー価格が高騰して

いるものの、化粧品や香水の生産

はエネルギー集約度が高くないた

め、大きな影響を受けていない。 

<SC49316> 

 

大手化学品商社の独ブレンター

クは 5 日の投資家説明会で組織再

編計画を発表した。汎用品を取り

扱うエッセンシャル部門と特殊化

学品を取り扱うスペシャリティー

部門を法的・組織的に自立した事

業会社に改め、新設する持ち株会

社の下でそれぞれが自律的に事業

を展開できるようにする。将来的

に両部門のどちらかを売却する可

能性もある。 

ブレンタークは 6 月の株主総会

で一部の株主から会社分割を要求

された。スペシャリティー部門の

収益力が弱いためだ。この要求は

退けられたものの、クリスティア

ン・コールパイントナー社長は将

来の分割については可能性を否定

しなかった。 

同社は今回、2026 年までに両部

門の分離を完了する意向を表明し

た。両部門とも手元に残すのか、ど

ちらかの部門に経営資源を絞り込

むのかはその後に決定する。 

経営陣は組織再編とともに事業

の効率化も進め、27 年までにコス

トを年 3億ユーロ圧縮する。営業利

益（EBITDA）は同年まで年 7～ 9％

のスピードで拡大する目標だ。こ

れまでは 26 年まで同 6 ～ 8％拡大

するとしていた。 

<SC49315> 

 

化学大手の独 BASF は 7 日の投

資家説明会で組織再編方針を表明

した。同社の統合生産体系（フェア

ブント・システム）との関連が低い

電池材料、コーティング、農業ソ

リューションの 3 事業を法的に自

立化。顧客の特殊ニーズに対応し

やすくする。収益力を強化する狙

いがある。 

フェアブントは「統合・つなが

り」を意味するドイツ語。BASFは

本社所在地ルートヴィヒスハー

フェンをはじめ世界に計 6 カ所の

フェアブント拠点（統合生産拠点）

を持ち、基礎化学品から高付加価

値製品に至る効率的なバリュー

チェーンを構築している。原材料

やエネルギーの節約、温室効果ガ

スの排出量抑制、物流コストの削

減といったシナジー効果がある。 

電池材料など 3 事業はこのシス

テムとの関連が相対的に低いこと

から、法的に自立した事業体とし、

自由な活動の余地を増やした方が

良いと判断した。 

3事業を分離する考えはない。マ

ルティン・ブルーダーミュラー社

長は「わが社は統合された企業に

とどまる」と述べ、BASFを持ち株

会社化したり、これら事業を売却

する可能性を明確に否定した。 

<SC49314> 

 

 

ロレアル（化学）―独生産を強化― 

 

ブレンターク（化学商社）―組織再編へ― 

 

   企業情報 

 BASF（化学）―組織再編、電池材料など3事業を法的に自立化― 
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航空大手の独ルフトハンザ・グ

ル ー プ と 電 動 垂 直 離 着 陸 機

（eVTOL）開発の独リリウムは 7

日、戦略パートナーシップを締結

することで基本合意したと発表し

た。欧州で eVTOLを共同運営する

可能性を探る。 

具体的には地上・フライト運営、

メンテナンス、クルー、飛行訓練の

分野で協力することを検討する。

また、バーティポートをはじめと

するインフラの開発、空域統合な

どについて空港や地域パートナー

など第三者との協業の可能性を分

析する。 

リリウムのクラウス・レーヴェ

最高経営責任者（CEO）は、「ルフ

トハンザ・グループの顧客に

eVTOL フライトを提供するチャン

スと可能性を調査することをうれ

しく思う」と述べた。 

<SC49319> 

 

 

自動車部品大手の独ボッシュは

6日、物流事業向けにサービスを提

供するデジタルプラットホームの

運用を開始したと発表した。 

同社は「L.OS」というプラット

ホームを立ち上げた。トラックの

積載効率化や荷物の流れの監視、

注文処理などの分野でサービスを

一手に提供。物流業界が抱える効

率化や持続可能性といった課題の

解決に寄与していく。米アマゾン・

ウェブ・サービス（AWS）のクラウ

ドでサービスが提供される。 

主に中小企業の利用を考えてい

る。ボッシュによると、世界の物流

業界に占める中小企業の割合は

95％を超え、約 90％は車両台数が

5台未満にとどまる。そうした企業

も同プラットホームを通してデジ

タル化の恩恵を受けられるように

なり、業務効率を改善できる。 

同サービスを展開するため独自

の事業ユニットを立ち上げた。従

業員数は 400 人強。2030 年までに

売上高を約 5 億ユーロとすること

を目指している。 

欧州、インド、米国の運送会社 50

社が最初の顧客となった。内訳は

ドイツとインドがそれぞれ 20社、

米国が 10社。 

<SC49318> 

 

 

高級乗用車大手の独 BMW は内

燃機関車の製造・販売を長期継続

する意向だ。競合のメルセデスベ

ンツやアウディは電気自動車

（BEV）への一本化を早期実現す

る意向を示しているが、BMWは内

燃機関車の生産を停止するかどう

かを明確化していない。オリ

ファー・チプセ社長がフランクフ

ルトで開催されたイベントで発言

した内容をもとに『フランクフル

ター・アルゲマイネ』紙が報じた。 

同社は売り上げに占めるBEVの

割合を 2030 年までに今年の 15％

（予測）から 50％に拡大する目標

を掲げている。ただ、BEVの販売が

急増しているとはいうものの、プ

ラグインハイブリッド車（PHV）を

含む内燃機関車の需要は減少幅が

極めて小さく、今後もニーズは大

きいと予想される。 

チプセ氏は、顧客の多くは現時

点でBEVに乗り換える考えがない

ことを指摘。仮に販売車種が BEV

に一本化されれば、これらの人は

古い内燃機関車を乗り続けること

になると述べ、BEV だけでなく内

燃機関車も生産・販売し続ける全

方位戦略は有意義だとの認識を示

した。二酸化炭素（CO2）排出量が

正味ゼロとなる E フューエル（水

素と CO2 を原料とする合成燃料）

の重要性も強調している。 

<SC49317> 

 

 

 

ルフトハンザ（航空）―eVTOLのリリウムと戦略協業を検討― 

 

ボッシュ（自動車部品）―物流用プラットホームの運用開始― 

 BMW（自動車）―全方位路線を堅持― 
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ドイツのロベルト・ハーベック

経済・気候相は 11日、同国西南部

の鉄鋼会社 SHS シュタール・ホー

ルディング・ザールのグリーン鉄

鋼プロジェクトに補助金を交付す

る意向を表明した。欧州連合（EU）

欧州委員会の承認を得られれば、

同社は国と地元ザールラント州か

ら総額 26億ユーロの支援を受ける

ことになる。 

SHS は環境に優しいグリーン製

鉄を 2027 年ないし 28 年に開始す

ることを計画している。年産量は

最大 350 万トン。30 年までに二酸

化炭素（CO2）排出量を 55％削減す

る意向だ。直接還元炉と電気アー

ク炉（EAF）の建設に向けた計画策

定を今年、開始した。 

投資総額は 35億ユーロで、その

約 4分の 3を補助金で賄う。ザール

ラント州は7億8,000万ユーロを拠

出する。 

<SC49321> 

 

自動車部品大手の独ボッシュが

駆動装置分野の人員を削減する。

車両の電動化に伴い労働力のニー

ズが減っていることのほか、世界

経済の低迷、高インフレ、エネル

ギー・原料価格の高騰を受けた措

置。業界紙『アウトモビルボッヘ』

が同社の確認を得た情報として報

じた。 

シュツットガルト市フォイエル

バッハ地区と近郊のシュヴィー

バーディンゲン町の拠点で最大

1,500人を整理する。対象となるの

は開発、管理、販売部門の社員。人

員削減は他の部署への異動、早期

退職、労働契約の自発的な解除を

通して進める。経営上の理由によ

る整理解雇は労使協定で禁じられ

ている。 

<SC49320> 

 

 

SHS（鉄鋼）―グリーン鉄鋼プロジェクトを国と州が助成― 

 ボッシュ（自動車部品）―駆動装置分野で人員削減― 

エネルギー大手の独ユニパーは

8 日の臨時株主総会で減資を決議

した。国の支援からの脱却に向け

た措置。マイケル・ルイス最高経営

責任者（CEO）は国が同社からいつ

どのような形で資本を引き揚げる

かは未定だとしながらも、国の支

援を脱却すれば配当を再開できる

ようになるとして、今回の決議は

その実現に向けた重要な一歩だと

強調した。 

ユニパーはドイツ最大の天然ガ

ス輸入会社。ガスの大半をロシア

国営のガスプロムから長期契約に

基づいて調達してきたが、ウクラ

イナ戦争に伴う欧米の制裁への報

復措置としてガスプロムが供給を

縮小・停止したことから、極めて割

高なスポット市場でのガス購入を

余儀なくされ、財務が急速に悪化

した。ユニパーが経営破たんする

とドイツのエネルギー供給に大き

な支障が出ることから、政府は昨

年 12 月に同社を国有化し、総額

130億ユーロ強の資金を注入した。 

業績は今年に入って好転してい

る。1-9 月期の純損益（調整済み

ベース）は37億4,100万ユーロの黒

字となり、前年同期の赤字（34 億

4,500万ユーロ）から大幅に改善し

た。石炭・ガス発電とガス輸送事業

分野の先渡取引がプラス効果を発

揮していることが大きい。 

ルイス氏によると、減資は 3段階

に分けて行われ、資本金は現在の

約 140億ユーロから約 4億 1,600万

ユーロに減少する。国は欧州連合

（EU）の欧州委員会から、出資比率

を現在の 99.12％から 2028 年まで

に 25％プラス 1 株まで引き下げる

ことを義務付けられている。 

<SC49323> 

 

ユニパー（エネルギー）―国の支援脱却に向け減資決議― 
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仏小包配達大手ジェオポストの

独子会社 DPDドイチュラントは 7

日、人員削減計画を発表した。コロ

ナ禍特需の終了で需要が減少して

いるうえ、高インフレでコストが

膨らんでいることから、従業員

（9,600人）の約 15％に当たる最大

1,400人を整理する。 

小包需要はコロナ禍が発生した

2020 年と翌年に大きく拡大。DPD

では 21 年の配達量が前年比で 7％

増えた。だが、22年は 8.8％減の 4

億 1,200万個に減少している。同社

によると、今年は配達需要を左右

する E コマースの売上高が約 8％

減の 894 億ユーロに縮小する見通

しだ。 

<SC49325> 

ライフサイエンス大手の独メル

クは 5日、創薬・物質合成用の統合

的な人工知能（AI）ソリューション

を同日付で市場投入すると発表し

た。医薬品開発の加速とコスト削

減につながるとしている。 

「AIDDISON」というソフトを

SaaS（サービスとしてのソフトウ

エア）として提供する。同ソフトは

生成 AI と機械学習、コンピュー

ター支援医薬品設計（CADD）を組

み合わせたもの。過去 20年超の医

薬品研究開発のデータで訓練され

ており、600億を超える候補物質の

なかから実用（商品）化できる可能

性の高いものを選び出すととも

に、最適の合成方法を提案する。

バーチャルな分子設計と実際の製

造可能性との隙間を埋めるソフト

としている。 

医薬品の開発には平均で 10年以

上の時間を要する。コストも 19 億

ユーロ超と大きい。市場調査会社

Bekrylによると、AIを用いることで

2028 年までに創薬プロセスのコス

トを 700億ドル以上、削減できる。 

<SC49324> 

化学大手の独 BASF は 5 日、ス

ウェーデンのエネルギー大手バッ

テンフォールが独北海海域で計画

する洋上風力発電パークに出資す

ることで基本合意したと発表し

た。自社の工場で用いる電力を再

生可能エネルギーに切り替える方

針に基づく措置。洋上風力発電で

バッテンフォールと協業する 2 件

目の案件となる。来年上半期の契

約締結を見込んでいる。 

バッテンフォールはボルクム島

の北 85キロメートルの海域に風力

発電パーク「ノルトリヒト 1」「ノ

ルトリヒト 2」を設置することを計

画している。発電容量はそれぞれ

980メガワット（MW）、630MWで、

年に約 6テラワット時（TWh）を発

電できる見通し。2025 年に投資の

最終決定を下す。26年の着工、28年

の全面稼働を見込む。 

BASFは 49％出資し、両パークの

電力をルートヴィヒスハーフェン

本社工場など欧州の生産拠点で使

用する。取引金額は明らかにして

いない。 

両社は今秋、独保険大手アリア

ンツと共同でオランダに洋上風力

発電パーク「ホランセ・クスト・ザ

イト（HKZ）」を開設した。発電容

量は世界最大級の 1,500MW。出資

比率はバッテンフォールが 50.5％、

アリアンツが 25.2％、BASF が

24.3％だが、発電した電力のうち

49.5％を BASFが使用する。 

<SC49322> 

 

DPD（物流）―従業員15％を削減― 

 

メルク（ライフサイエンス）―創薬AIソリューションを市場投入― 

 BASF（化学）―独洋上風力発電パークに出資― 

■ ZF 

自動車部品大手の ZF フリード

リヒスハーフェンは 11日、独西部

ゲルゼンキルヘンにある操舵装置

工場を 2024 年末で閉鎖すると発

表した。受注が少なく採算が取れ

ないため。従業員 200 人が影響を

受ける。 

<SC49326> 

 

   企業情報短信 
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独技術者協会（VDI）は 11日に発

表した乗用車の気候バランスシー

トに関する調査レポートで、ドイ

ツで使用される電気自動車（BEV）

は 9万キロ以上走行しなければ、製

品ライフサイクル全体で排出され

る二酸化炭素（CO2）の量が内燃機

関車を下回らないとする結論を明

らかにした。CO2 排出量を減らす

ためには、現在主にアジアで行わ

れている車載電池生産のドイツ移

管、電池リサイクルの強化、再生可

能エネルギー発電のさらなる拡充

が必要だとしている。 

VDI はカールスルーエ技術研究

所（KIT）と共同で調査を実施した。

調査は様々なメーカーが販売する

コンパクトカーのBEV、プラグイン

ハイブリッド車（PHV）、ガソリン

車、ディーゼル車を対象に行った。 

車両が 20万キロ走行した場合の

CO2 排出量を比較すると、BEV は

最も少なく 24.2 トンだった。これ

に PHV（24.8 トン）が僅差で続い

た。ディーゼル車とガソリン車は

それぞれ 33トン、37トンと多い。 

9 万キロ以上を走行しなければ

BEVの CO2排出量が内燃機関車を

上回るのは、◇エネルギー集約度

の高い電池の生産が火力発電比率

の高い中国などで主に行われてい

る◇ドイツ国内の電力も 4 割を火

力発電に依存している◇電池のリ

サイクルが本格化していない――

などの事情があるためだ。国内の

電力がすべて再生エネ化すれば、

同距離は 6万キロに短縮される。逆

に、火力発電比率が 100％であれば

16 万キロとなり、気候バランス

シートは大幅に悪化する。 

<SC49327> 

 

 BEVの気候優位性 
独では9万キロの走行で初めて実現 

 

   
 

   経済・産業情報 

内部告白者の解雇を無効とする判

決（訴訟番号： 5 Sa 172 ／ 22）をメク

レンブルク・フォーポマーン州労働

裁判所が 8 月に下したので、取り上

げてみる。  

裁判は虐待を受けた青少年のケア

を手がける公益団体の副理事長（被

用者）が同団体を相手取って起こし

たもの。原告は理事長が同団体の資

金を長年、着服し、私用の服や家具、

水タバコなどをアマゾンで購入して

いたことを知った。違法な注文件数

は 700件を超える。  

原告がこれを捜査当局に刑事告発

したところ、被告の公益団体から 22

年 6 月 2 日付の文書で即時解雇を

通告された。また、裁判で即時解雇

が認められない場合に備えた 7月末

付けの通常解雇も通告された。 

原告はこれを不当として解雇無効

の確認を求める訴訟を起こし、二審

のメクレンブルク・フォーポマーン州

労裁で勝訴した。判決理由で裁判官

はまず、内部の不正は原則的に上司

ないし組織内のコンプライアンス部

門に告発しなければならないと指摘。

そのうえで、不正の解明に向けた組

織内の支援を見込めない場合はこ

の原則が適用されないとして、即時

解雇も通常解雇も無効だと言い渡し

た。最高 裁の 連 邦労 働 裁判 所

（BAG）への上告は認めなかった。  

 

■ワンポイント 

ドイツでは内部告発者の法的保護

を強化する法律（内部告白者保護

法＝ HinSchG）が 7月に施行された。

今回の判決は、内部告発者の保護

水準が現在よりも低い同法施行前の

法令に基づいて下されている。

HinSchG では内部告発を組織内で

行うか組織外で行うかを告発者自身

が自由に選択することが認められて

いる。  

<SC49336> 

内部告白者の解雇は違法 
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利用する移動手段やその頻度が

過去 5 年間で変わった人が 97％に

達することが、独情報通信業界連盟

（Bitkom）の消費者アンケート調査

で分かった。コロナ禍の発生やシェ

アモビリティの拡充など 2018 年か

らこれまでに起きた出来事や変化

が反映されている。ベルンハルト・

ローレーダー専務理事は「我々は持

続的なモビリティの転換の出発点

に立っている」と述べた。 

過去 5 年間で利用頻度が増えた

とする回答が最も多かった移動手

段は自転車で、45％に上った。16～

29歳の層では 59％に達している。 

2位はカーシェアで 38％、3位は

自転車・電動キックボード・電動モ

ペットのシェアとオンデマンド

サービスでともに 26％に上った。 

利用頻度が減ったとする回答が

最も多かった移動手段は航空機

で、72％に達した。出張の減少や空

港での搭乗手続きの混乱が背景に

あるもようだ。 

タクシーも負け組で、同 49％に

上った。シェアモビリティやオン

デマンドサービスの台頭に押され

た格好。 

負け組 3位は長距離鉄道・バスで

41％、4位は自家用車で 40％、5位は

近距離鉄道・バスで 28％だった。鉄

道・バスの利用減少はダイヤの遅れ

や感染リスクが影響したとみられ

る。自家用車の利用減は燃料価格の

上昇と在宅勤務の増加が大きい。 

各移動手段の利用頻度が変化し

た理由を尋ねた質問では、「気候危

機」との回答が最も多く、65％に

上った。これに「ガソリン・エネル

ギー価格の高騰」が 44％、「（全国

のすべての近距離公共交通機関を

月49ユーロで利用できる）ドイチュ

ラントチケットの導入」が 23％、「在

宅勤務の増加」が 21％で続いた。 

<SC49328> 

ドイツ連邦統計局が 6 日発表し

た 2023年第 3四半期（7～ 9月）の

国内発電量（送電網への供給ベー

ス）は 942億キロワット時（kWh）

となり、前年同期を 20.3％下回っ

た。景気の低迷でエネルギー集約

型産業の電力使用量が減ったほ

か、輸入量が大幅に増えたことが

背景にある。 

在来型電力が 42.9％減の 375 億

kWhとなり、足を強く引っ張った。

4 月中旬に全廃となった原子力が

100％減少。石炭も 47.3％縮小した。

天然ガスは 9.2％増えた。 

再生可能エネルギー発電は 567

億 kWhとなり、8.1％増加した。風

力が 16.2％、太陽光が 6.6％、水力

が 18.8％拡大。バイオガスは 9.0％

落ち込んだ。 

電源別のシェアをみると、再生

エネは前年同期の 44.4％から

60.2％へと大きく拡大。在来型電力

は 55.6％から 39.8％に低下した。 

個々の電源では風力が前年同期

の 16.8％から 24.4％に伸び、石炭を

抜いて 1位となった。石炭は 36.1％

から 23.9％に後退。天然ガスは 3.4

ポイント増の 12.7％、太陽光は 5.4

ポイント増の 21.5％だった。 

第 3 四半期の電力輸入量は 231

億 kWhとなり、前年同期を 78.6％

上回った。輸出量は 38.2％減の 99

億 kWhで、ドイツは 132億 kWhの

輸入超過へと転落した。前年同期

は 30kWhの輸出超過だった。 

 

<SC49329> 

 第3四半期の国内発電が20％減少 
原発廃止などで大幅な輸入超過に 

 自転車利用が急増 
過去5年間でモビリティに大きな変化 

 

2022年第3四半期 シェア 2023年第3四半期 シェア 変動率

（単位：十億kWh） （単位：％） （単位：十億kWh） （単位：％） （単位：％）

合計 118 .2 100 .0 94 .2 100 .0 -20 .3

在来型電源 65 .7 55 .6 37 .5 39 .8 -42 .9

　　石炭 42.7 36.2 22.5 23.9 -47.3

　　原子力 8.7 7.4 0.0 0.0 -100.0

　　天然ガス 11.0 9.3 12.0 12.7 9.2

再生可能エネルギー 52 .5 44 .4 56 .7 60 .2 8 .1

　　風力 19.8 16.8 23.0 24.4 16.2

　　バイオガス 7.2 6.1 6.5 6.9 -9.0

　　太陽光 19.0 16.1 20.2 21.5 6.6

　　水力 3.5 2.9 4.1 4.4 18.8

ドイツの電源別国内発電量*

電源

　* 送電網への供給ベース                                                                                                         出所：連邦統計局
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独電気電子工業会（ZVEI）が 8日

に発表した同国電機業界の 10月の

新規受注高は前年同月比で 3.2％減

少した。減少は 4カ月連続。世界的

な景気の低迷を受け、減少に歯止

めがかからない状態だ。 

国内受注が 1.4％、国外が同 4.7％

減少した。国外はユーロ圏（ドイツを

除く）が 9.8％減と足を強く引っ張っ

た。ユーロ圏外は 1.8％減だった。 

1 ～ 10 月の新規受注も前年同期

を 1.4％下回った。ユーロ圏が

9.4％、ユーロ圏外が 4.3％減少。国

内は 4.6％増加した。 

10 月の業界生産高は物価調整後

の実質で前年同月を 1.2％上回っ

た。1～ 10月は前年同期比で 2.2％

増えた。 

11月の生産計画（先行き 3カ月）

で「拡大」を予定する企業の割合か

ら「縮小」の割合を引いた数（ディ

フュージョン・インデックス＝ DI）

は前月のマイナス 20.4 ポイントか

らマイナス 25.4 ポイントへと低下

した。生産減予定の企業は生産増

予定の企業をこれまでに引き続き

大幅に上回っている。 

10 月の業界売上高は前年同月比

3.8％増の 191億ユーロとなり、2カ

月ぶりに拡大した。国内が 2.9％、

ユーロ圏が 7.5％、ユーロ圏外が

3.1％の幅で伸びた。 

1 ～ 10 月の業界売上高は前年同

期比8.9％増の1,985億ユーロ。内訳

は国内が 10.7％増の 957億ユーロ、

ユーロ圏が 8.2％増の 369 億ユー

ロ、ユーロ圏外が 7.0％増の 659億

ユーロとなっている。 

11月の業界景況感指数（DI）は前

月のマイナス 15.8 ポイントからマ

イナス 18.1ポイントへと低下し、5

カ月連増でマイナスに沈んだ。数

値の低下は 8カ月連続。現状判断を

示す指数がマイナス 1.1 ポイント

からマイナス 6.9 ポイントへと下

がり全体を押し下げた。今後 6カ月

の見通しを示す期待指数はマイナ

ス 29.5ポイントからマイナス 28.7

ポイントへとやや改善した。 

11月の輸出期待指数（DI、先行き

3カ月）はマイナス 15.7ポイントと

なり、前月のマイナス 14.3 ポイン

トから悪化した。 

<SC49330> 

楽天グループ 8日、同社と独通信

事業者1&1、米マベニアがオープン

RAN 技術に基づく欧州初の完全仮

想化 5G ネットワーク「1&1 O-

RAN」を構築し、1&1がドイツ国内

で携帯キャリアサービスの提供を

開始したと発表した。1&1 は昨年

12 月から同ネットワークによる固

定無線アクセス（FWA）サービスを

提供している。今回、携帯電話サー

ビス（eMBB）の提供を開始したこ

とで、1&1 O-RANはドイツ全土で

稼働した。楽天は 2021年、1&1から

5G通信網の構築を受注していた。 

オープン RAN は無線送受信装

置などの仕様をオープンにして、

複数メーカーの機器やシステムを

相互接続できるようにした無線ア

クセスネットワーク（RAN）。特定

メーカーへの依存を避け、RAN を

自由に構築できることから、電気

通信サービス事業者の間でニーズ

が高まっている。 

1&1 O-RANは楽天の主要なソフ

トウエアとプラットホーム、マベ

ニアのコアネットワークを採用し

て効率的に制御される。1&1 のラ

ルフ・ドマーマス最高経営責任者

（CEO）は、「1&1は楽天が日本に

おいて世界で初めてオープン

RAN ベースの完全仮想化クラウド

ネイティブモバイルネットワーク

を運用する中で得た豊富な経験の

恩恵を受けています。1&1 O-RAN

での携帯電話サービスの開始は、

当社の歴史の中で大きなマイルス

トーンとなります」と述べた。 

<SC49331> 

 

 電機業界の新規受注がまたも減少 
景況感は8カ月連続で悪化 

 

 欧州初の完全仮想化5Gネットワーク 
楽天と共同構築した独社がサービス開始 

経済活動に大きく影響する 

EUの政策動向をお伝えしています 

欧州経済ウオッチャーを読んで 

今のEUを知ろう 

https://fbc.de/business/newsletter/#eur
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公的医療保険の最高意思決定機

関である連邦共同委員会（G-BA）

は 7日、電話診察だけで医師が労働

不能証明書（AU、通称ゲルベシャ

イン）を発行できるルールを同日

付で導入することを決定した。今

夏に成立した医薬品供給ひっ迫解

消法（ALBVVG）に基づく措置。医

療機関の負担を軽減するととも

に、インフルエンザなどの感染拡

大を防止する狙いがある。カール・

ラウターバッハ保健相は「今のよ

うな感染症の流行期にまさしく重

要なことだ」と述べ、G-BAの決定

に歓迎の意を示した。 

ドイツでは新型コロナウイルス

の感染が深刻化した 2020年、風邪

など軽度の呼吸器系疾患の場合は

医師が電話診察だけで AU を発行

できる臨時ルールが導入された

が、パンデミック（世界的な大流

行）が終了したことから、今年 4月

に失効。被用者などが AU を得る

ためには再び通院が必要になって

いた。 

ALBVVG には、このルールを恒

常的なルールとして復活させるこ

との検討を、医師、医療機関、公的

健康保険の代表で構成される G-

BA に委託する規定が盛り込まれ

ていた。 

同委はこれを受けて、今回の決

定を下した。症状が軽ければ、医師

は AU を電話診察だけで発行でき

る。発行するかどうかの決定権は

医師が持っており、患者には請求

権がない。症状が重い場合は電話

だけでは発行されず、通院を求め

られる。 

電話診察による AU の有効期間

は最大 5日。延長する場合は通院が

必要となる。AUの初回発行時に通

院した患者の場合は電話診察によ

る延長が可能。 

かかりつけの病院以外では電話

診察で AU を取得することができ

ない。このため医師会は制度濫用

のリスクは小さいとしているが、

経済団体からは懸念が出ている。

独雇用者団体連合会（BDA）のシュ

テッフェン・カムペーター専務理

事は、AUの信頼性が低下すると批

判した。病休が 6週間以内であれば

雇用主に給与を引き続き支給する

義務があることが背景にある。 

<SC49333> 

 

ドイツ企業の多くで月曜日と金

曜日が在宅勤務日、火曜から木曜

日が出勤日となっていることが、

Ifo 経済研究所の 7 日の発表で分

かった。この傾向は業種・雇用規模

を問わず当てはまる。調査担当者

は「構造化されたハイブリッド勤

務モデル～すなわち出勤日と在宅

勤務日の固定～は、科学的な見地

からして企業と就労者の利益を最

適に結びつける」と明言した。 

Ifo は 10 月の企業アンケート調

査で在宅勤務が行われている主な

曜日を質問した（複数回答可）。最

も回答が多かったのは金曜で

54.6％を記録。これに月曜が 35.4％

で続いた。火曜は 13.9％、水曜と木

曜は 16.5％にとどまる。月曜と金曜

を在宅勤務に充てることで、被用

者は週末をはさんだ時間を柔軟・

効果的に使える。 

出勤日と在宅勤務日では業務の

内容に大きな違いがあることも分

かった。出勤日はチームの共同作

業や話し合い、メンタリングに活

用。在宅勤務では集中力を必要と

する業務が行われる。調査担当者

は「オフィスは仕事の場から話し

合いの場に変わりつつある」と指

摘した。 

出社する延べ人数が減少してい

ることから、企業はオフィス面積

を縮小しコストを削減できるよう

になっている。各社員に決まった

デスクを割り当てる固定席制度を

廃止したり、ミーティングルーム

やラウンジを増やす企業もある。 

オフィス利用の減少は特に都

市中心部で目立つ。その影響はオ

フィス街周辺の小売店の売上減

少などの形で他の業界に広がっ

ている。 

<SC49334> 

 

 

 

 在宅勤務は月金に集中 
オフィスは話し合いの場に 

 電話診察だけでゲルベシャイン発行 
恒常ルールとして再導入、経済界は濫用を懸念 
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独機関士労組 GDLは 6 日夜、ド

イツ鉄道（DB）を対象に 7日から

8 日にかけて警告ストライキを実

施すると発表した。今回のストは

年内最後のもので、今後は 1 月 7

日 24 時まで新たなストを見合わ

せる。 

ストは貨物部門で 7日 18時、旅

客部門で同 22時に開始された。終

了は 8日 22時。DBは臨時ダイヤで

対応したものの、運行には大きな

支障が出た。 

GDL のクラウス・ヴェゼルス

キー委員長は 11月中旬、クリスマ

ス期間中はストを行わない意向を

表明した。ただ、具体的な期間はこ

れまで明らかにしていなかった。

見合わせの期間が今回、明らかに

されたことから、乗客は年末から

年始にかけて安心して鉄道を利用

できるようになった。 

<SC49335> 

ライン川の一部が 12日に一部、

通行止めとなった。水位が危険水

準まで上昇したため。上流や支流

地域で雨が多いことから、船舶の

通行規制区間は今後、増える見通

しだ。 

上ラインのカールスルーエ市マ

クサウの計測地点で 13時時点の水

位が 759センチに達した。750セン

チを超えると船舶の運航は禁止さ

れることから、上流のバーゼル方

面、下流のオランダ方面に向かう

船舶は同地点を通過できなくなっ

た。約 40キロ下流のシュパイヤー

でも数日以内に航行が禁止される

見通しだ。 

さらに下流のマインツ、ビンゲ

ン、コブレンツでは水位が警戒の

第 1段階に達した。船舶は低速で河

川中央部を走行することを求めら

れる。 

河川交通では水位が一定水準を

超えると通行が禁止される。水位

が低下した場合は禁止とはなら

ず、運航するかどうかは船会社が

自らの判断で決める。 

<SC49332> 

増水で 

ライン川が一部通行止めに 

DBで時限スト 

その後は1月7日まで見合わせ 

お問い合わせはFBCカスタマーサポート ＋49-(0)69-5480950 info@fbc.de まで 

Information Broker Service 
私たちは情報を迅速に捜し出すスペシャリストです  

FBCでは長年の調査業務ノウハウを活用して 

広範囲な情報検索サービスを提供しています 

検索料金は250ユーロ+VATから 

問合せや訪問予約の 
アレンジメント 

産業団体・関係当局・専門家 

各所への問い合せなど 

情報検索  

官報・広報・特許・学術文献 

調査レポート・書籍など 

プレスリリース 

特定テーマに関する各界の評価 

政府の統計データ・公式見解など 

https://fbc.de/
mailto:info@fbc.de
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   目で見るドイツの経済・社会 

次ページに続く⇒ 

独テクノロジー・スタートアップ企業へのアンケート

1-3人

20%

4-9人 45%

10-19人

17%

20人以上

17%

従業員数

20%

19%

13%

13%

12%

11%

11%

10%

9%

6%

4%

1%

39%

グリーンテック

健康/医療技術、バイオテック

モビリティー/航空・宇宙

エネルギー

フィンテック/インシュアテック

流通/eコマース/マーケットプレイス

不動産テック/建設テック

ロジスティックス

スマートファクトリー

エデュテック

アグテック/フードテック

ゲーム

その他

事業分野

平均14人

38%

46%

9%

4%

4%

かなり良い

どちらかと言えば良い

どちらかと言えば悪い

かなり悪い

分からない/無回答

今後2年間の資金繰りの見通しは？

6%

9%

8%

7%

17%

23%

17%

4%

2016年以前

2017年

2018年

2019年

2020年

2021年

2022年

2023年

設立年

はい

21%

いいえ

75%

分からない/無回答

4%

資金は足りていますか？
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<SC49337> 

出所：独情報通信業界連盟 

65%

53%

49%

27%

14%

11%

8%

5%

5%

4%

3%

3%

2%

16%

31%

39%

29%

17%

6%

22%

22%

8%

13%

8%

15%

10%

17%

14%

11%

41%

65%

77%

67%

68%

83%

78%

85%

75%

81%

3%

2%

0%

3%

4%

6%

3%

5%

4%

4%

4%

6%

7%

クラウドコンピューティング

ビッグデータ、データ分析

人工知能

IoT

5G

3D印刷

VR/AR

ブロックチェーン

ドローン

ロボティックス

自動運転技術

メタバース

量子コンピューター

技術導入に関する質問

導入済 導入予定 導入予定なし 分からない/無回答
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<SC49338> 

 

   為替・株価・原油 （2023年11月29日～12月12日） 

対ポンド

対スイスフラン

対日本円

DAX40

出所：欧州中央銀行、ドイツ証券取引所、ロンドン国際石油取引所

ブレント原油（先物。1バレル当たり。単位：ドル）

対ドル

ユーロ相場

83.10 82.83 

78.88 78.03 77.20 74.30 74.05 75.84 76.03 
73.24 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日

0.8653 0.8637 
0.8605 

0.8579 0.8572 0.8561 0.8575 0.8569 0.8558 
0.8593 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日

1.0985 1.0931 

1.0875 1.0868 1.0817 1.0778 1.0771 1.0777 1.0757 
1.0804 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日

0.9628 

0.9562 0.9530 0.9476 0.9456 0.9429 0.9446 0.9438 0.9478 0.9443 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日

162.12 161.19 161.14 159.47 159.13 158.70 
156.18 155.53 157.54 156.84 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日

16,166.45 

16,215.43 
16,397.52 

16,404.76 

16,533.11 16,656.44 16,628.99 16,759.22 16,794.43 16,791.74 

29日 30日 1日 4日 5日 6日 7日 8日 11日 12日
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